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① 現行の地域医療構想と新たな地域医療構想

〈滋賀県における地域医療構想の進捗〉
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② 新構想において定める事項

改正医療法（令和９年４月１日 施行）

第三十条の三の三

都道府県は、基本方針に即して、かつ、地域の実情に応じて、当該都道府県における将来の医療提供体
制に関する構想（以下「地域医療構想」という。）を定めるものとする。

２ 地域医療構想においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 将来の医療提供体制の基本的な方向に関する事項

二 地域における医療機関機能及び病床の機能の分化及び連携を推進するための基準として厚生労働省
令で定める基準に従い定める区域（以下「構想区域」という。）

三 構想区域における第三十条の十三第一項（療養病床又は一般病床に関する部分に限る。以下この条において同

じ。）に規定する医療機関機能に応じ厚生労働省令で定める区分ごとの将来の医療機関機能の見通
し（第三十条の十四第一項において単に「将来の医療機関機能の見通し」という。）

四 構想区域における厚生労働省令で定めるところにより算定された第三十条の十三第一項に規定する
病床の機能区分ごとの将来の病床数の必要量（以下単に「将来の病床数の必要量」という。）

五 地域医療構想の達成に向けた医療機関機能の分化及び連携の推進に関する事項

六 地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分化及び連携の推進に関する事項

七 前各号に掲げるもののほか、医療機関機能又は病床の機能の分化及び連携の推進のために必要なも
のとして厚生労働省令で定める事項

八 医療機関機能に関する情報の提供の推進に関する事項

九 病床の機能に関する情報の提供の推進に関する事項
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現構想と同様の策定事項
(医療機関機能は新設)

地域医療構想の策定事項と
して新たに定められた事項



将来の医療提供体制の基本的な方向に関する事項 5



新たな地域医療構想と医療計画の関係

医療法（令和９年４月１日 施行）第三十条の四

都道府県は、基本方針及び地域医療構想に即して、かつ、地域の実情に応じて、当該都道府県における
医療提供体制の確保を図るための計画（以下「医療計画」という。）を定めるものとする。

• 新たな地域医療構想について、医療計画の記載事項の一つではなく、地域の医療提供体制全体の将来のビジョン・方向
性を定めると共に 、医療機関機能に着目した医療機関の機能分化・連携、病床の機能分化・連携等を定めるものとする。

• 新たな地域医療構想においても、介護保険事業支援計画等の関係する計画との整合性を図る。

• 医療計画について、地域医療構想の６年間（一部３年間）の実行計画として、新たな地域医療構想に即して、５疾病・
６事業及び在宅医療、医師確保、外来医療等に関する具体的な取組を定めるものとする。
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③ 滋賀県において想定される主な論点の例

○甲賀、湖東、湖北、湖西（2040年には東近江）が人口20万人未満となる中で、以下のよう
な観点を踏まえて構想区域を検討する必要がある。

• 疾患や分野によっては既存の７圏域での医療提供が難しくブロック化により対応して
いる状況。（ブロック化の状況 精神科救急３、周産期・救急４、小児救急５）

• 現状における医療機関への交通アクセスの実情。また、広域化する場合でも、区域内
の患者に負担が少ないアクセス手段が確保できるか。

• 人口20～30万人に１カ所を目安に、24時間の救急医療や手術を提供する「急性期拠点
機能」を有する医療機関を確保すること。

• 2040年に向け、現在の人口規模が同じような地域であっても、人口減少の度合いが異
なること。（2020年→2040年 湖東：約1割減、湖北：約2割減）

○今後、救急医療や手術等の高度医療を維持するためには、限りある医療資源の集約が必要
であり、人口20～30万人に１カ所を目安とされている中で、「急性期拠点機能」を選択す
る医療機関が区域内に２つ以上見込まれる場合、どのように調整していくのか。

○増加が見込まれる高齢者救急に対応する医療機関が確保できるか。また、救急の受け入れ
において急性期拠点機能を有する医療機関といかに連携を図るか。

○大学病院が医育及び広域診療機能として、地域医療構想との整合や都道府県との調整を踏
まえた人的協力を行うとされている中、どのように進めていくか。

○在宅医療の需要が増える中で、医療と介護の双方がそれぞれの機能や資源の状況を共有し
ながら、一体で支える体制の構築。
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今後、こうした論点を踏まえつつ、今後発出されるガイドラインを基に、
地域医療構想調整会議で議論を進める。



④ 新構想策定の検討体制について
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改正医療法第30条の３の３第８項（令和９年４月１日施行）において、地域医療構想を策定・変
更する場合には、都道府県医療審議会の意見を聴かなければならないと定められることから、
滋賀県医療審議会に諮るもの。



⑤ 策定スケジュールについて
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国が示す
策定期限

本県の
策定予定

令和８年度
(2026年度)中

令和９年度
(2027年度)末

（策定）

• 国が示す策定期限は、改正医療法の附則において、旧医療法に基づく医療計画を
令和11年3月31日まで、又は新制度に基づく医療計画の変更・策定が行われるまで
の間、新医療法上の医療計画及び地域医療構想とみなすとされたことによる。



各種会議の開催スケジュールについて

※ 今後発出されるガイドラインをふまえ、スケジュールは変更となる可能性があります。
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